
貸 借 対 照 表
平成２３年３月３１日現在

（単位：百万円） 富 士 石 油 株 式 会 社

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 173,979 流 動 負 債 189,098
現 金 及 び 預 金 6,905 買 掛 金 49,227
売 掛 金 61,092 短 期 借 入 金 102,074
有 価 証 券 4 一年以内に返済する長期借入金 5,596
製 品 19,286 リ ー ス 債 務 23
半 製 品 10,236 未 払 金 15,740
原 油 22,895 未 払 揮 発 油 税 10,092
貯 蔵 品 1,785 未 払 法 人 税 等 399
未 着 品 47,974 未 払 費 用 595
前 払 費 用 1,127 預 り 金 35
繰 延 税 金 資 産 1,410 原 油 製 品 借 勘 定 5,243
そ の 他 1,260 そ の 他 68

固 定 資 産 156,097 固 定 負 債 77,250
有 形 固 定 資 産 144,120 長 期 借 入 金 45,464

建 物 3,683 リ ー ス 債 務 56
油 槽 2,001 退 職 給 付 引 当 金 3,472
構 築 物 9,837 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 217
機 械 装 置 45,918 特 別 修 繕 引 当 金 1,924
工 具 器 具 備 品 等 122 修 繕 引 当 金 1,191
土 地 82,039 再 評 価 に 係る 繰延 税金 負債 24,557
リ ー ス 資 産 62 資 産 除 去 債 務 86
建 設 仮 勘 定 454 そ の 他 279

無 形 固 定 資 産 1,569
ソ フ ト ウ ェ ア 1,534 負 債 合 計 266,348
そ の 他 34

投 資 そ の 他 の 資 産 10,407 純 資 産 の 部
投 資 有 価 証 券 473
関 係 会 社 株 式 8,421 株 主 資 本 27,625
長 期 貸 付 金 1,099 資 本 金 10,225
繰 延 税 金 資 産 496 利 益 剰 余 金 17,400
そ の 他 316 利 益 準 備 金 1,131
貸 倒 引 当 金 △ 400 そ の 他 利 益 剰 余 金 16,268

繰 越 利 益 剰 余 金 16,268

評価・換算差額等 36,103
そ の 他 有 価証 券評 価差 額金 0
土 地 再 評 価 差 額 金 36,102

純 資 産 合 計 63,728

資 産 合 計 330,077 負債・純資産合計 330,077



(単位：百万円） 富士石油株式会社
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損 益 計 算 書

平成２２年 ４月 １日から

平成２３年 ３月３１日まで

科 目 金 額

法人税、住民税及び事業税

関 係 会 社 株 式 売 却 益

固 定 資 産 処 分 損

資産除去債務会計基準の適用
に 伴 う 影 響 額

特 別 損 失

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

為 替 差 益

そ の 他

税 引 前 当 期 純 利 益

特 別 利 益

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

そ の 他

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券

①満期保有目的債券 …… 償却原価法

②子会社株式及び関連会社株式 …… 移動平均法による原価法

③その他有価証券

（ア）時価のあるもの …… 決算末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法により算定）

（イ）時価のないもの …… 移動平均法による原価法

（２）デリバティブ …… 時価法

（３）たな卸資産

①原油・製品・半製品 …… 総平均法による原価法

②未着品 …… 個別法による原価法

③貯蔵品 …… 移動平均法による原価法

なお、貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定している。

（追加情報）

たな卸資産の製品および半製品につき、時価の変動をより適切に製品および半製品の評価

に反映させ、期間損益計算をより適切に行うため、当事業年度より四半期ごとの総平均法

を用いている。年度の総平均法を用いた場合と比べ、営業利益、経常利益、税引前当期純

利益が１，４６０百万円増加している。

２．固定資産の減価償却の方法

（１）有形固定資産（リース資産を除く）

石油化学製品製造装置及び自家発電設備 …… 定率法

上記以外の有形固定資産 …… 定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりである。

建物及び構築物 …… ２～６０年

油槽 …… １０～１５年

機械装置及び車両運搬具 …… ２～１７年

（追加情報）

昨今の技術革新から素材・技術ともに新しくなり長期安定操業が可能となった一部の最新

型の機械装置について、当事業年度に実施した開放点検による磨耗状況の結果や今後の使

用計画・修繕計画等を勘案し、当該設備に係る耐用年数の見直しを行った結果、当事業年

度の第４四半期より従来の法定耐用年数７年から自主的な耐用年数である１６年～１７年

に変更している。これにより、当事業年度の減価償却費は７０４百万円減少し、営業利益、

経常利益、税引前当期純利益はそれぞれ５５９百万円増加している。



（２）無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっている。なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準

によっている。ただし、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法としている。

（３）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

なお、リース取引開始日がリース会計基準適用初年度開始前（平成２０年３月３１日以前）

の所有権移転外ファイナンス･リース取引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。

（４）長期前払費用

均等償却によっている。なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基

準によっている。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

（２）退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。

過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１０

年）による定額法により費用処理している。

数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数

（１０年）による定額法により、翌事業年度から費用処理している。

（３）役員退職慰労引当金

役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上している。

（４）特別修繕引当金

消防法により定期開放点検が義務付けられている油槽に係る点検修理費用について、当該

点検修理費用の支出実績に基づき、当事業年度に負担すべき額を計上している。

（５）修繕引当金

法定定期修理を２年周期または４年周期で行う機械装置の定期修理費用については、より

適切な期間損益計算を行うため、当該定期修理費用の支出見込額のうち当事業年度に負担

すべき額を計上している。

４. ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用している。ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債務については

振当処理を採用し、また、金利スワップのうち、特例処理の要件を満たす取引については、当

該特例処理を採用している。



５. リース取引の処理方法

所有権移転外ファイナンス・リ－ス取引については、通常の売買取引に係る会計処理によってい

る。

６. 消費税及び地方消費税の会計処理

税抜方式を採用している。

７. 連結納税制度の適用

連結納税制度を適用している。

Ⅱ 貸借対照表に関する注記

１．有形固定資産の減価償却累計額 ２２５，９３１百万円

２．関係会社に対する短期金銭債権 ４，２４１百万円

関係会社に対する短期金銭債務 ４８，２９８百万円

関係会社に対する長期金銭債権 １，０９１百万円

関係会社に対する長期金銭債務 ２，０００百万円

３．保証債務

（単位：百万円）

被保証者 保証金額 被保証債務の内容

バイオマス燃料供給有限責任
事業組合

５６４
当座借越約定、輸入消費税の延納、信用状
取引約定

富士石油販売（株） ４５０ 左記会社の取引債務（金額は極度保証額）

従業員 １３０ 従業員の持家資金借入債務

計 １，１４５

４．担保に供している資産及び担保に係る債務

（単位：百万円）

担保に供している資産
種 類 期末帳簿価額 担保権の種類

建物 ２，９８１
油槽 ２，００１
構築物 ９，８２１
機械装置 ４５，９１８
土地 ７８，８８５

工場財団抵当権

計 １３９，６０８

（単位：百万円）

担保に係る債務
内 容 期末残高

長期借入金
（うち、一年内に返済する長期借入金）

４９，０６０
（５，５９６）



５．土地の再評価

土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、事業用土地の

再評価を行い、当該再評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の

部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」として、純資産の部に計上している。

再評価の方法 不動産鑑定士による鑑定評価

再評価年月日 平成１２年３月３１日

同法第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額と当該

事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 ５４，６６９百万円

６．直接減額による圧縮記帳

国庫補助金により取得価額から控除した額 機械装置等 ２０１百万円

保険差益により取得価額から控除した額 機械装置 １２８百万円

Ⅲ 損益計算書に関する注記

１．関係会社との取引高

売上高 ３７，１４７百万円

仕入高 ３５０，７２９百万円

その他の営業取引高 ５２７百万円

営業取引以外の取引高 １，１６４百万円

２．減損損失

（１）減損損失を認識した資産

以下の資産について減損損失を認識している。

用途 種類 場所

遊休用地 土地 千葉県市原市他

（２）減損損失の認識に至った経緯

減損の兆候が認められた遊休資産について、継続的な地価の下落が生じていることから、

減損損失を認識した。

（３）減損損失の金額 ８百万円

（４）資産のグルーピング方法

管理会計上の区分に基づき決定しているが、その他の遊休資産について個別物件単位でグ

ルーピングしている。

（５）回収可能価額の算定方法

正味売却価額とし、不動産鑑定士による評価額を基礎として評価している。

Ⅳ 株主資本等変動計算書に関する注記

１．当事業年度末における発行済株式の数 普通株式 ２０，４５０，０００株

Ⅴ 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因

繰延税金資産の主な発生原因は、税務上の繰越欠損金、並びに、修繕引当金、賞与引当金及び

退職給付引当金の否認等である。



なお、この他にも土地の再評価に係る繰延税金負債を計上している。

Ⅵ 資産除去債務に関する注記

１．資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

当社は、アスベストが建材として使用されている建物を所有している。当該建物の撤去時に、ア

スベストの処理に係る義務を有しているため、関係法令に基づく資産除去債務を計上している。

資産除去債務の見積にあたり、使用見込期間は１４年から４９年とし、割引率は１．６７２％か

ら２．２８５％を採用している。

当事業年度における資産除去債務の残高の推移は次のとおりである。

前事業年度末残高（注） ８５百万円

時の経過による調整額 １百万円

期末残高 ８６百万円

（注）「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号 平成２０年３月３１日）及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年

３月３１日）を、当事業年度より適用しているため、前事業年度の末日における残高に代えて、

当事業年度の期首における残高を記載している。

２．貸借対照表に計上している以外の資産除去債務

（１）アスベストを含む配管類

当社は、アスベストを含む配管類を所有している。当該配管類の廃棄に際して、アスベス

トの処理に係る義務を有しているが、調査には装置稼動、入出荷の営業活動に支障を与え

るため、資産除去債務を合理的に見積もることができない。そのため、当該債務に見合う

資産除去債務を計上していない。

（２）微量ＰＣＢを含む電気機器類

当社は、微量ＰＣＢを含む電気機器類を所有している。当該電気機器類の廃棄に際して、

ＰＣＢの処理に係る義務を有しているが、現時点では処理方法が明確でないため、資産除

去債務を合理的に見積もることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務を

計上していない。

（会計方針の変更）

「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号 平成２０年３月３１日）及び「資産

除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号 平成２０年３月３１日）

を、当事業年度より適用している。これにより、営業利益、経常利益が４百万円減少し、税引前当

期純利益が６０百万円減少している。

Ⅶ 金融商品の時価等に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

（１）金融商品に対する取組方針

当社は、一時的な余資を短期的な預金等で運用し、また設備投資資金や運転資金を銀行借

入により調達している。デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、

投機的な取引は行わない方針である。



（２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されている。また、その一部には製品の

輸出等に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されているが、為替予約取引

を利用してヘッジしている。ヘッジの有効性の評価方法については、為替予約の振当処理

を採用しているため、有効性の評価を省略している。

有価証券及び投資有価証券は、主に満期保有目的の債券及び非上場株式であり、また、関

係会社等に関しては株式を保有し、長期貸付を行っている。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが４ヶ月以内の支払期日である。また、

原油等の輸入に伴う買掛金及び後述する短期借入金には外貨建てのものがあり、為替の変

動リスクに晒されているが、為替予約取引を利用してヘッジしている。ヘッジの有効性の

評価方法については、為替予約の振当処理を採用しているため、有効性の評価を省略して

いる。

借入金のうち、短期借入金は主に原油等の輸入に係る運転資金の調達であり、長期借入金

は主に設備投資に係る資金調達である。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒され

ているが、長期のもののほとんどについて、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固

定化を図るために、個別契約ごとに金利スワップ取引を利用してヘッジしている。ヘッジ

の有効性の評価方法については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、そ

の判定をもって有効性の評価を省略している。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に事務用機器である。

デリバティブ取引については前述の為替予約取引、金利スワップ取引の他に、商品価格の

変動により将来キャッシュフローが変動するリスクのある原油・製品の予定取引につき、

実現可能取引の範囲内で商品スワップ取引をヘッジ手段として利用している。ヘッジの有

効性の評価方法については、ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額を基礎にして判定している。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引と管理に関する権限・限度額等を定めた

社内規程に基づき行っている。デリバティブの利用にあたり契約相手先は信用度の高い国

内の銀行または大手商社、証券会社であるため、相手先の契約不履行によるいわゆる信用

リスクはほとんどないと判断している。

また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されているが、各部署からの報告に基づき

適時に資金繰計画を作成・更新することにより管理している。

（３）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

「２．金融商品の時価等に関する事項」におけるデリバティブ取引に関する契約額等につ

いては、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではない。



２．金融商品の時価等に関する事項

平成２３年３月３１日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ

いては、次のとおりである。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表

には含めていない（（注２）を参照）。

（単位：百万円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

(１)現金及び預金
(２)売掛金
(３)有価証券及び投資有価証券

①満期保有目的の債券
②その他有価証券

(４)長期貸付金
貸倒引当金

６，９０５
６１，０９２

８
２

１，０９９
△４００

６，９０５
６１，０９２

８
２

６９９

－
－

△０
－
－

資産計 ６８，７０９ ６８，７０９ △０
(１)買掛金
(２)短期借入金
(３)未払金
(４)未払揮発油税
(５)未払法人税等
(６)長期借入金

４９，２２７
１０２，０７４

１５，７４０
１０，０９２

３９９
５１，０６０

４９，２２７
１０２，０７４

１５，７４０
１０，０９２

３９９
５０，７１６

－
－
－
－
－

△３４３
負債計 ２２８，５９４ ２２８，２５１ △３４３

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資 産

（１）現金及び預金、（２）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。

（３）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、債券は満期までの期間に対応す

る利率により割り引いた現在価値によっている。

（４）長期貸付金

貸付先の信用リスクを加味した利率により時価を算定している。また、貸倒懸念債権につい

ては、見積将来キャッシュ・フローの現在価値、又は、回収見込額等に基づいて貸倒見積高

を算定しているため、時価は決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積高を控除し

た金額に近似しており、当該価額をもって時価としている。

負 債

（１）買掛金、（２）短期借入金、（３）未払金、（４）未払揮発油税、（５）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に

よっている。

（６）長期借入金

これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定している。



デリバティブ取引

商品スワップ取引については、取引先金融機関から提示された価格によっている。

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象である長期借入金と一体として処理されてい

るため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載している（上記「負債(６)」参照）。

為替予約の振当処理によるものは、ヘッジ対象である買掛金・短期借入金と一体として処理され

ているため、その時価は当該買掛金・短期借入金の時価に含めて記載している（上記「負債（１）

(２)」参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額
非上場株式 ８，８８８

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることなどができず、時

価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産(３)②その他有価証券」には含めていない。

Ⅷ リ－スにより使用する固定資産に関する注記

貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している主なものは、事務用機器

及び車両である。

Ⅸ 関連当事者との取引に関する注記

１．親会社

会社等の名称 ＡＯＣホールディングス（株）
議決権等の所有（被所有）割合 被所有 １００％

役員の兼任等 兼任３名
関係内容

事業上の関係 運転資金の借入、人員派遣
短期資金の返済 取引金額 ２，１００百万円

取引の内容
長期資金の借入 取引金額 ２，０００百万円
科目：短期借入金 ４，０００百万円

期末残高
科目：長期借入金 ２，０００百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

極度貸付契約（極度額１０，０００百万円）に基づく借入であり、借入利率は市場金利を勘案し

て合理的に決定している。

なお、担保は設定されていない。

２．親会社の子会社

会社等の名称 アラビア石油（株）
議決権等の所有（被所有）割合 －

役員の兼任等 兼任１名
関係内容

事業上の関係 株式の取得
取引の内容 関係会社株式の取得 取引金額 ６，２２４百万円
期末残高 科目：未払金（株式購入代金） ３，１１２百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

当該関係会社（株式会社ペトロプログレス）の財務内容を勘案して合理的に決定している。



３．子会社

会社等の名称 Petro Progress Pte Ltd.
議決権等の所有（被所有）割合 間接１００％

役員の兼任等 なし
関係内容

事業上の関係 石油製品の販売及び原油・石油製品の購入
石油製品の販売 取引金額 ３６，１４８百万円

取引の内容
原油の購入 取引金額 ３４０，８７２百万円
科目：売掛金（石油製品代） ３，９４６百万円

期末残高
科目：買掛金（原油代金） ４０，５００百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）取引価格は市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）取引高及び債務残高には、消費税等は含まれていない。

４．役員

氏 名 高尾 剛正
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
当社の取締役であり、当社の取引先である住友化学㈱の代表取締役
専務執行役員を兼務

取引の内容 石油等製品の販売 取引金額 ３３，６５２百万円
期末残高 科目：売掛金（石油等製品代） ４，５３５百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油等製品の販売価格は、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）債権残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。

（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

５．親会社の役員

氏 名 香藤 繁常
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
親会社であるＡＯＣホールディングス（株）の取締役であり、当社
の取引先である昭和シェル石油（株）の代表取締役会長を兼務

取引の内容 石油製品の販売 取引金額 ２４７，６６５百万円
期末残高 科目：売掛金（石油製品代） ３０，８３２百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油製品の販売価格は、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）債権残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。

（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

氏 名 米倉 弘昌
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
親会社であるＡＯＣホールディングス（株）の取締役であり、当社
の取引先である住友化学（株）の代表取締役会長を兼務

取引の内容 石油等製品の販売 取引金額 ９，０４４百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油等製品の販売価格は、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）取引高には消費税等は含まれていない。



（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

（４）平成２２年６月２８日、親会社であるＡＯＣホールディングス（株）の取締役を退任して

いるため、取引金額は退任以前の金額を記載している。

氏 名 石飛 修
議決権等の所有（被所有）割合 －

関係内容
親会社であるＡＯＣホールディングス（株）の取締役であり、当社
の取引先である住友化学（株）の代表取締役副社長執行役員を兼務

取引の内容 石油等製品の販売 取引金額 ２４，６０７百万円
期末残高 科目：売掛金（石油等製品代） ４，５３５百万円

取引条件及び取引条件の決定方針等

（１）石油等製品の販売価格は、市場価格を勘案して一般取引と同様に決定している。

（２）債権残高には消費税等が含まれており、取引高には消費税等は含まれていない。

（３）上記取引は、いわゆる第三者のための取引であり、一般取引先と同様の取引条件によって

いる。

（４）平成２２年６月２８日、親会社であるＡＯＣホールディングス（株）の取締役に就任して

いるため、取引金額は就任後の金額を記載している。

Ⅹ １株当たり情報に関する注記

１. １株当たり純資産額 ３，１１６円３０銭

２. １株当たり当期純利益額 ２７１円８６銭

Ⅺ 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示している。


